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Ⅰ は じ め に
2008 (平成20) 年度科学研究費基盤研究 (B) に採択された ｢監査人の独立性確保のため




正事件やそれに続くワールドコム事件 (2002年), わが国におけるカネボウ㈱事件 (2005年)




















助金基盤研究 (B) (課題番号20330097) の成果報告の一部である｡









するものであった｡ このうち, 採用すべき組織形態については, 2009 (平成21) 年発表の拙
稿1) においていわゆる LLP (有限責任事業組合) や LLC (合同会社) と絡めてすでに論じた
ところである｡
2007 (平成19) 年における改正公認会計士法は, この問題の解答の一つとして, LLC (合
同会社) の特徴を備えた新たな特別法人である有限責任監査法人制度を創設した2)｡ 以来,
大手監査法人３事務所3) のうち, 新日本監査法人が先陣を切って2008年６月24日をもって新








1945 (昭和20) 年の終戦後, 荒廃した日本社会は経済の復興を第一に掲げた｡ 経済復興の
主体は人であり, 体力, 資力, 能力を備えた２種類の人であった｡ ２種類の人, 一つはわれ

































以来, 半世紀以上が経過したが, この間, 証券取引法監査の主体は大型粉飾事件にともな
い２度の大きな変化を遂げることとなった｡ 一つは, 虚偽証明により初めて公認会計士登録




4) 証券取引法は2006 (平成18) 年の改正により, 金融商品取引法と名称を改め, 取扱対象を有価証券
から金融商品全般に拡大するとともに, その目的も ｢国民経済の健全な発展及び投資者の保護｣ と文
言を改めている｡








証券取引委員会規則で定めることができる｡ (傍点筆者)｣ と規定するのみで, 証券取引法による法定


















監査法人制度創設後ほどなくして, 監査法人の設立は急増し, また法人間の合併, 合同も













以下に, 2007 (平成19) 年公認会計士法改正前後の４大監査法人の社員数を示してみよう｡
旧中央青山監査法人の分裂により創設されたあらた監査法人を除けば, 大規模監査法人の






2005年 社員数 565 403 425 471





9) エンロン事件発覚前の2000 (平成12) 年当時の証券取引法監査は４大監査法人が80％の占有率を示
していた｡ 監査業務の寡占状態については, 拙稿 ｢公認会計士事務所の有限責任化と利害関係者保護｣,
商経学叢第56巻第１号 (2009年７月) 26ページを参照されたい｡
は700名を超える社員で構成されることとなっていた｡ このように, 監査法人の大規模化に
より, 社員の相互監視・相互けん制が困難となった状況を受けて, 2003 (平成15) 年公認会
計士法改正では, 弁護士法人制度にならった指定社員制度が新設され, クライアント (被監
査企業) に対する有限責任制が取り入れられることとなった｡ さらに, 2007 (平成19) 年成
立の改正公認会計士法では, 第三者責任をも含めた有限責任制が取り入れられ, 有限責任監
査法人の設立が認められることとなったのである｡ これらの改正は, 監査法人の現状に合わ
せて, 社員である公認会計士に有限責任制を導入すると同時に, 一方では, 監査法人規制を
強化することを目的としたものであった10)｡
Ⅲ 有限責任監査法人制度の概要
2007 (平成19) 年改正の公認会計士法により, 公認会計士・監査法人の独占業務であった
財務書類の監査は, 従来の個人公認会計士11) および合名会社的監査法人 (無限責任監査法人)
に加えて, 合同会社 (LLC) の性格をもつ有限責任監査法人の３つの主体によって担われる
こととなった12)｡
監査法人の規模の拡大にともない, 無限連帯責任制度が実態とそぐわなくなった大規模監
査法人にとって, 有限責任制度の導入は必然であった｡ しかし, 監査主体にとって有利な有








③ 特定証明業務13) を担当する社員 (指定有限責任社員) の指定 (第34条の10の５第１
項)
2003年公認会計士法改正で導入された指定社員制度は, 無限責任監査法人を前提とするも
のの, 特定の証明について ｢業務を担当する社員を指定できる｣ (第34条の10の４第１項)
と規定し, 無限責任社員を関与社員 (指定社員) に限定する指定証明を例外的に取り扱って
いた｡ これに対し, 有限責任監査法人は, 全社員が有限責任であることが原則であり, 定款
有限責任監査法人制度の現状と課題 5
10) 指定社員, 有限責任監査法人制度創設の経緯については, 拙稿, 前掲, 商経学叢第56巻第１号26
30ページを参照されたい｡
11) 2003 (平成15) 年改正の公認会計士法では, 大会社等に対する公認会計士単独による監査の禁止規
















なる｡ 無限責任監査法人の社員は, 原則として, 監査法人が負うべき債務に対して無限連帯
責任を負う (第34条の10の６第１項・第２項) のに対して, 有限責任監査法人の社員につい
ては, 原則として, ｢その出資の価額を限度として, 有限責任監査法人の債務を弁済する責
任を負う｣ (第34条の10の６第７項) からである｡
したがって, 無限責任監査法人においては, 指定証明の場合, 監査証明契約の当事者であ
る被監査会社に対する無限連帯責任は限定されるものの, 第三者に対する責任は, 全社員が




























































限責任制, 組織ガバナンス, 組織内情報の公開, それぞれのあり方等に焦点を合わせた研究
成果報告の一部である｡









運用している｡ 本稿の分析では, この上場会社監査事務所に登録を行っている監査法人 (以
下, 登録監査法人という) を中心に取り上げることとする｡
2011年３月11日現在, 上場会社監査登録事務所は164, そのうち, 監査法人は130 (79.3％)
である｡ 協会会員監査法人が208 (2011.2.28現在) 法人であるので, 登録監査法人は全体の
62.5％に過ぎず, 40％に近い監査法人は上場会社監査をほとんど担当していないとも言えよ
う｡





て有限責任監査法人を採用しているのはわずか10法人 (7.7％) に過ぎない｡ しかし, 金商

















無限責任監査法人２法人が担当している｡ さらに, 中規模監査法人まで含めると, 84％に迫
る金商法監査をわずか12法人が実施していることとなるが, ここでは, 有限責任監査法人と
有限責任監査法人制度の現状と課題 9
16) 説明書類によれば, 大手に分類した新日本 (社員数672名, 金商法監査1,173社), トーマツ (671名,
1,000社), あずさ (574名, 832社) に対して, 準大手は有限責任監査法人の太陽 ASG (54名, 111社),
無限責任監査法人のあらた (102名, 169社), 東陽 (102名, 97社) の３法人であった｡ 中規模６法人
は社員数24名の京都監査法人を筆頭に, 最少が12名, 被監査会社数は三優の59社を筆頭に, 最少が31
社である｡ また, 90％以上の監査法人が所属する小規模監査法人は, 社員数最大16名, 被監査会社数
最大24社の霞が関監査法人を筆頭に, 大部分は社員数, 被監査会社数とも10以下の監査法人である｡
表３：金商法監査担当監査法人の実態調査注１
規模別監査法人注２ 組織形態 監査法人数 金商法監査数
大手監査法人
有限責任監査法人 3 (2.3％) 3,005 (69.2％)
無限責任監査法人 0 (0％) ―
準大手監査法人
有限責任監査法人 1 (0.8％) 111 (2.6％)
無限責任監査法人 2 (1.5％) 266 (6.1％)
中規模監査法人
有限責任監査法人 0 (0％) ―
無限責任監査法人 6 (4.6％) 246 (5.7％)
小規模監査法人
有限責任監査法人 6 (4.6％) 18 (0.4％)
無限責任監査法人 112 (86％) 699 (16.1％)
合 計 130 4,345注３
(注１) 本表の数字は, 2011年３月11日付日本公認会計士協会上場会社監査登録事務所
情報 (http: // tms.jicpa.or.jp /offios /pub / agree.do) に掲載された名簿ならびに各
法人添付の説明書類に基づいて作成している｡
(注２) 便宜上, 社員数500名以上, 金商法監査数500以上の３法人を大手監査法人と分
類した｡ 続いて, 社員数50～100名前後, 被監査会社数100前後から200社以下
の３法人を準大手, 被監査会社数30～60社の監査法人を中規模, それ以下を小
規模監査法人と分類した16)｡






















答数 (率) は49法人・事務所 (25.1％) であった｡
アンケート回答を集計した表４によると, 有限責任監査法人に組織替えをした監査法人は
４法人 (8.2％), 組織替え予定が５法人 (10.2％), 合わせて総数９法人 (18.4％) である｡




たので, 有限責任監査法人に限れば, 回答率は50％となり, 全体の回答率のほぼ倍の数値を
示している｡ また, 有限責任監査法人の登録一覧を見ると, 初年度の2008年は６月以降, ほ






びに ｢有限責任監査法人名称の使用によるステータス化｣ をあげているが, いずれも１法人






















































































｢社員の有限責任化｣ を反対の理由としてとらえているものが６法人あり, その他, ｢手続き
の煩雑さ｣ (13件), ｢指定有限責任社員や関与社員に有限責任が認められていないこと｣ (10
件), ｢監査報告書添付の計算書類の開示｣ (８件) とつづいている｡
組織替えを予定しない理由の自由記述では, ｢監査人が責任を持つのは当然である｣, ｢同
一組織体として監査を行う以上, 社員は無限責任であるべきである｣ といった社員の有限責














この論点を検討する上で参考になるのは, 隣国, 韓国の監査制度である｡ 本年３月に実施
した韓国大手４大会計法人に対するヒアリング調査では, 以下の調査結果を得ることができ
た｡










る｡ 一方, 会計法人はすべて有限責任の組織形態をとる17) ことなど統一的な取扱いをされて
桃山学院大学総合研究所紀要 第37巻第１号12
17) 韓国でも, 会計法人制度創設時は合名会社的性格を持つ組織形態であったが, 公認会計士法の改正
により, 現在はすべてが有限責任の組織形態に改められている｡
おり, 結果として, 上場会社監査に関しては, 規模の相違はあるものの同一の規定に従う会
計法人による監査が実施されることとなる｡
翻って, 日本の金商法監査の監査主体については, 公認会計士単独監査の禁止規定がある
のみで (公認会計士法第24条の４), 公認会計士の共同監査, 共同監査事務所監査, 無限責
任監査法人監査, 有限責任監査法人監査など, 監査業務が公認会計士の独占業務であるにし








































たように, 上場会社監査について単独監査を禁止するのみで, 監査事務所, 無限責任監査法
人, 有限責任監査法人のいずれもが監査主体となりうるのに対して, 計算書類の内容, 監査
報告書の添付, ならびに開示の点でその取扱いに相違が存在することである｡ 金商法監査の
70％を担当する３大監査法人がすべて有限責任監査法人に組織替えしているのに対して, 登








有限責任監査法人は最低資本金の維持 (100万円×社員総数) ならびに供託義務 (200万円
×社員総数) により, 財務基盤の強化が求められている｡ その目的は, 有限責任監査法人に
生じた損害賠償責任について十分に支払い原資を確保させるためであり, さらに供託義務を
課すことによって, 一定の財産を法人の財産から切り離すことが可能となるからである18)｡





ほぼ同額かそれ以上である｡ 換言すれば, 有限責任監査法人への改組によって, 新たな金額
の供託を行ったのではなく, 従前の出資金を供託金に振り替え, かつ出資金の一部返還を行っ
た可能性もある｡ この点は, 資本金ならびに供託金規制の趣旨に沿うものとは言い難く, 財
桃山学院大学総合研究所紀要 第37巻第１号14
18) 町田行人 ｢有限責任監査法人制度の概要｣, 会計・監査ジャーナル, 第21巻第１号 (2009.1), 99頁｡
19) 拙稿, 前掲, 商経学叢第56巻第１号, 30ページ｡
務基盤の強化と相容れない行動と批判されてもいたしかたなかろう｡
Ⅴ お わ り に
2007年の公認会計士法改正により有限責任監査法人制度が創設され４年が経過しようとし
ている｡ この間, 無限責任監査法人から有限責任監査法人への組織替えを実行した監査法人
が208法人に対してわずか18法人 (実数は17法人) に過ぎないことを見ると, 必ずしも当初























出資金 (百万円) 1,824 2,423 3,955
社員数 565 609 523
社員一人当り出資金 323万円 398万円 756万円
改組後
資本金 (百万円) 817 692 3,000
社員数 690 666 557



















研究代表者 朴 大栄 (桃山学院大学教授)
アンケート調査へのご協力およびご回答のお願い
前略
日本監査研究学会 (日本学術会議登録団体) では, わが国監査制度の発展に寄与するため, 毎年,
監査に関する特定課題につき, 研究部会を設置しております｡ 本研究代表者は, 日本監査研究学会





としました｡ しかし, 監査の失敗を生起させる最大の要因は, 組織的・効率的監査の達成を阻害す































１. 本調査は, 上記科学研究費補助金に基づく研究の一環として実施するものです｡ 調査の目的は,
金融商品取引法監査及び会社法監査を担当しておられる会計事務所の組織形態及び業務管理体







問い合わせ先 : 桃山学院大学経営学部教授 朴 大栄
Tel : 0725543131 Fax : 0725543200
e-mail : park@andrew.ac.jp
住所 : 〒5941198 大阪府和泉市まなび野 11




＊本調査票を同封の返信用封筒にて, 2009年７月31日 (金) までにご投函ください｡
15. 組織形態
貴事務所の組織形態についてお伺いします｡ 次の 151 から 156 のそれぞれについて, 選択肢
の中から該当する番号を一つ選択し, ○をお付け下さい｡ また, ( )内にご記入下さい｡
151 貴会計事務所の組織形態は有限責任監
査法人ですか｡
１. はい ２. いいえ










５. その他 ( )
153 151 で ｢２. いいえ｣ と回答された
場合, 近い将来, 有限責任監査法人に
組織替えする予定がありますか｡
１. はい ２. いいえ










５. その他 ( )
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11. 拙稿 ｢公認会計士事務所の有限責任化と利害関係者保護｣, 商経学叢第56巻第１号 (2009年７月)｡




The Present Condition and Subject
of Limited Liability Audit Corporations
Tae-Young PARK
This paper analyzes the present conditions and subject of limited liability audit corporations
formed under the Certified Public Accountants Act of 2007, and reconsiders the limited liability
system in audit corporations, organizational governance, and the disclosure of organizational infor-
mation from the viewpoints of auditor independence and securing of reliability.
It has been four years now since the Certified Public Accountants Act was revised in 2007. So
far only 18 audit corporations (currently numbering 17) have changed their articles of incorpora-
tion to make all partners limited liability partners, or have filed an application for registration as
a limited liability audit corporation. This represents only 8.65％ of the 208 total audit corpora-
tions, a low number that we do not necessarily think matches the desired intent of the law's re-
vision.
Our analysis indicates that whether auditors form as a limited liability audit corporation or un-
limited liability audit corporation is not an important subject for shareholders. We point out that
in order to share the purposes of audits, e.g. audits under the Financial Instruments and Exchange
Act, regulations that would bring about equal results were necessary, regardless of which audit
corporation conducted the audit. In other words, the results show the importance of applying
regulations equally to auditors for preparation/disclosure of organizational information and gov-
ernance. Regarding accountants and audit corporations that do not fall under the regulations, it
would be necessary to preclude such auditors from engaging in some kinds of audit services. An
important task in the future will be to investigate ways to reform organizations that are applicable
to such regulations.
